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おわりに
はじめに
近代人権観が個人を単位とする個人の権利として確立し、集団の権利を
否定しているという事情もあって、わが国の憲法学は、個人を本来の人権
主体としつつ日本国憲法上の人権の享有主体性にっいて、「一般国民のほ
かに、いかなる者が人権を享有するか」を間題とし、天皇・皇族、法人、
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外国人を中心に検討してきた。そのため、「国際条約との関係でも重要な
問題になっている女性や子ども、少数民族（先住民族）、障害者等の人権
にっいて、あまり具体的に検討してこなかった（1）」とされている（2）。これ
らのうち、少数民族（先住民族）、つまりエスニック・マイノリティ（以下、
rマイノリティ」と略称する。）の権利問題については、「日本社会は古来から三ヶ
日人や浜北人、先住民族であるアイヌの人びとや沖縄の人びと（ウチナンチュ
ウ）などの異民族を『同化』してきた歴史をもち、現在も在日朝鮮人・韓
国人をはじめさまざまなマイノリティを抱え込む『多民族社会』である（3）」
と明言する見解もあり、わが国の憲法学においても、今日、マイノリティ
の権利が検討されるべき状況に至っていることが指摘されている（4）。
ところで、マイノリティという集団を権利（人権）主体とする考え方は、
国際人権法の中で発達してきており、例えば、国際人権規約B規約（わが
国は1978年6月2日に批准。同年9月21日に発効。）の27条は、権利主体に関連し
て、「エスニックな、宗教的な、または言語的マイノリティ」を挙げている。
B規約27条の場合、「エスニックな、宗教的な、または言語的マイノリティ
が存在する国において、当該マイノリティに属する者は」と定めており、
この点から、権利主体ないし受益者は個人であって集団ではない、という
ことがいわれる。ただ、この場合の個人は、「単なる個人ではなく、あく
までもマイノリティ集団の構成員としての個人である（5）」という点に注意
する必要があろう。このようなB規約27条に対して、1992年12月の国
連総会で採択された「民族的またはエスニック、宗教的および言語的マイ
ノリティに属する者の権利に関する宣言」（マイノリティ権利宣言）の場
合は、「集団としての権利保障を積極的に認めさせようとしている（6）」も
のと解されている。
こうして、「個人の権利の保障だけでは、マイノリティに属する人たち
の権利は必ずしも保障されない。だから、集団の権利というものが必要と
なる。そういう観点からは、個人が民族的な文化を共有する権利や、言語
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の保障を実効化するためには、やはり集団としての権利を保障する制度が
必要なのでは（7）」ないかという問題が生じてくる。さらに、集団の権利と
してのマイノリティの権利保障については、それを憲法で保障すべきか否
かという問題も存在する。
この点に関して、アジア諸国には、集団としての（先住民やマイノリティの）
権利を保障する憲法例が散見される（8）。その中でシンガポールの場合は、
憲法上、集団としての権利である種族的、宗教的マイノリティの権利を保
護対象とする条項が存在するという点において、さらには、多民族（多種族）
国家における個人的権利保障方式と集団的権利保障方式の問題、特にそれ
ら方式の前提条件の問題を考える上で示唆的な条項を有するという点にお
いて、注目に値する。すなわち、現行のシンガポール憲法には、一般的に、
マイノリティ（マレー人）保護を定める憲法規定とともに、憲法上、個人的
権利保障方式から集団的権利保障方式へと重点を移行したマイノリティ権
利保障制度、つまり、1973年改正によって成立したPCMR（Presiden胴
CouncilforMinorityRights、PCMR、マイノリティの権利のための大統領諮問会議。以下では・
PCMRと呼称する。）に関する条項（以下では、PCMR条項と呼称する。）が、存在
する。PCMR条項に基づき、現在、シンガポールの立法過程において
は、法案は（緊急法案、治安維持法案等を除き）立法過程・第3読会を通過した後、
大統領の同意を取得する前に、PCMRに提出される。PCMRは、法案
の規定が、いずれかの種族的、宗教的マイノリティに対する差別的な内容
を含むと判断する場合には、当該法案の修正を国会に促すことができる機
関である。したがって、PCMR条項とは、実定憲法によって、集団とし
ての権利である種族的、宗教的マイノリティの権利の保障を試みるもので
あり、また、マイノリティ（マレー人）保護に関する他の憲法規定の存在を
前提にして、立法過程において、種族的、宗教的マイノリティに対する差
別的立法を抑止し、マイノリティの権利の保護を試みるものでもある。
以下、シンガポール憲法のPCMR条項について、その成立に至る法制
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史、その内容・意義等に関する考察を行いたい。
一マイノリティ保護の憲法的展開
シンガポールの場合、マイノリティ保護を憲法の射程範囲の問題として
捉えている点が特徴的である。
1多種族主義の国家建設
（1）シンガポール多種族社会の特質
マレーシアからの分離・独立時（1965年）のセンサスによれば、シン
ガポール多種族社会の実状は、総人口約186万人のうち、75％が中国系（華
人）、14％がマレー系、8％がインド系、残りの3％がその他のエスニック・
グループ（ethnicgroup）一シンガポール研究者の間では一般にr種族」という訳語が
当てられている。以下、r種族」と呼称する。一というものであった（9）。
このように特定の種族（マジョリティ）が4分の3を占める国家にあっては、
そのマジョリティの文化、価値等を強化して、国民統合を試みるという方
向をとることも可能であろう。しかし、シンガポールには、華人の文化、
価値等を国家価値にし、それを軸に国民形成を図るという方向を選択する
わけにはいかない諸事情があった。その方向に向かえば、例えば、華人社
会内部にいわゆる華人ショーヴィニズムーr中華民族・中華文化の優越性を確信し、
その保持発展を極度に強調するとともに、エスニック・グループ的な観点から華人の地位向上
を積極的に主張する傾向（10）」一が生じるというおそれがあった。この傾向が生
じれば、マレー人、インド人等のマイノリティを軽視し、抑圧しようとす
る傾向も生じうる。
しかしながら、特にマレー人との軋礫・対立には、重大な問題が内在し
ていた。先住民であるマレー人は、シンガポールに隣接するマレー系イス
ラム国家（マレーシア、インドネシァ）の支配民族であり、シンガポールのマレー
人は、マレーシアおよびインドネシアのマレー人との同胞意識やムスリム
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（イスラム教徒）としての連帯感が強く、政治・経済・社会の各方面にお
いて国境を越えたさまざまな絆が存在していた。日頃あらゆる面で外来の
華人から抑圧され続けてきたというマレー人の欝憤が引き金となって、シ
ンガポール内にマレー人と華人の対立・紛争が発生すれば、国際的にシン
ガポールの動向に強い関心をもつ近隣マレー系諸大国との摩擦が顕在化し
かねない。国土面積がわが国の淡路島程度の小さな島国シンガポールに
とって、国内のマレー人と密接なかかわりをもつ近隣のマレー系諸大国と
の対立・紛争は、国家の存立を危うくする状況を生むことになるという事
情があった。
（2）多種族主義・多文化主義に基づく国家建設
マレーシァからの分離・独立後、人民行動党（People’sAcdonPar以P
AP）一シンガポーノレ自治政府の成立（1959年）以来政権を担ってきた政党一政府は、
独立時の危機的状況を打開し、独立国家建設を達成するために、いわゆ
る「生存のための政治」（thepoliticsofsurviva1）を展開した。種族間の融
和・調和を志向する「多種族的、多言語的、多文化的社会」（multi－racia1，
multi－1ingalandmultトculturalsociety）の形成は、多種族主義・多文化主義
を肯定・促進する方向での国家建設の一環として試みられたものであっ
た（11）。
PAP政府は、シンガポール社会を取り巻く特殊事情を考慮して、「一
つの文化、一つの言語、一つの共同体の形成（12）」という「国民国家」建
設の方向には向かわず、多元的な種族・宗教・言語・文化に配慮した国家
建設を推進していった。そこには、種族間の融和・調和の維持が、シンガ
ポールの政治的安定、ひいては経済的発展にとって最重要であるという認
識があった。そして、そのような多元性・多様性は容認されながら、他方
において、国民的アイデンティティの形成・醸成も志向された。1例を挙
げれば、各種族の言語と共に“共通語”である英語の習得を促進する二重
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言語政策（bilingualp・1icy）が、それである（13）。共通語たる英語を中心とした
二重言語政策は、「英語を通じた国民統合」を模索するものであり、シン
ガポール的な国家建設のあり方を示すものでもあった。
こうして、分離・独立後、シンガポールでは“シンガポール人”
（Singaporean）という“国民”の育成を図るという点にも配慮が及ぼされ
っっ、多種族主義・多文化主義に則った種族間融和・調和の方向での国家
建設が試みられたのである。
2マイノリティ保護の立憲化
シンガポールは、第二次世界大戦後の1959年6月にイギリス連合王国
内における自治を獲得し、イギリス直轄植民地（CrownColony）の地位
を脱却し、1963年9月16日、マラヤ連邦と合併（マレーシアの結成）し
てイギリスからの独立を達成した。同日公布された「シンガポール州憲法」
（C・ns廿tu廿・n・ftheState・fSingap・re，1963）第6部「一般条項」（GeneralPr・“si・ns）
において、シンガポールにおける複数の種族的・宗教的マイノリティの
利益（theinterests・ftheracialandreligi・usmin・ri廿es）は、政府によって配慮され
るべき旨を一般的に規定し（第89条1項）、その上で具体的に、マレー人
の利益に関する次のような内容の規定を置いた。すなわち、政府は先住
民（indigenouspeople）たる「マレー人の特別の地位」（thespecialp・si廿・n・f
theMalays）を認める（14）ようなしかたで、その任務を遂行する。マレー人の
政治的・教育的・宗教的・経済的・社会的・文化的利益およびマレー語
（politica1，educaUona1，religious，economic，socialandculturalinterests段ndtheMalaylanguage）
を保護し、育成し又は促進することは、政府の責務（theresp・nsibili取・fthe
Govemment）であるとされた（同条第2項）（15）。
シンガポールは、マレーシア結成から2年に満たない65年8月9日に
マレーシアから分離し、「シンガポール共和国」（RepublicofSingapore）
として独立したが、これらの規定は、1966年の「シンガポール憲法のリ
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プリント」（Rep血t・ftheC・ns廿tu廿・n・fSingap・re，1966）第89条、1980年の「シ
ンガポール共和国憲法のリプリント」（Rep血t・ftheC・ns廿U・行・n・ftheRepublic・f
Singap・re，1980）第152条の規定として継承されている（16）。
本規定の趣旨は、先住民としてのマレー人（集団）の利益の特別保護
および他の種族的マイノリティ（イγド人等）の利益保護を図るべきことを、
政府（国家）に義務づける、というものである。ここで採用されているマ
イノリティ集団の保護方式は、マイノリティ集団の権利主体性という問題
を迂回する、「国策の指導原則」的規定（いわゆるr国家目標規定」）の果たす作
用に似たものがある。そこには、政府（国家）による政治の作用への期待
があり、国家指導・統治の重要性を確認させる意味も見出される。
二PCMR条項成立前史
1「憲法委員会」提言とPC条項の成立
PAP政府は、多種族主義に則った国家建設に資する憲法（制度）を
模索し、マレーシアからの分離・独立後、「憲法委員会」（Constitutional
Commission）を設置した。
「憲法委員会」は、委員長（最高法院の首席裁判官）、副委員長（国会議長）およ
び9名の委員によって構成され、次のような目的をもつ組織であった（17）。
すなわち、憲法で多種族主義（mu1住raci誠sm）の確立を保障し、かつ、マジョ
リティに属するとマイノリティに属するとを問わず、一個人（mindividual）
ないし一市民（aci血en）としての平等を保障するため、その明文化を促す
という目的である。これは、分離・独立後、マレーシア憲法の基本的自由
を成文憲法化しないで、「1965年のシンガポール共和国独立法」によって
依然シンガポールで有効とされたマレーシア憲法規定のうち、それの第8
条、すなわち、何人も法の前に平等で、法の平等保護を受ける権利を有し（第
1項）、市民は宗教、種族、血統または出生地を理由として法によって差別
されない（第2項）旨の規定の実効化をねらいとしたものである。「憲法委
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員会」の目的は、シンガポール市民が宗教・種族・出生地等のエスニック
集団性を理由として（っまり、あるエスニック集団に属していることをもって）不利益
を被るような場合、その人を保護するのにはどうしたらいいかにっいて、
その方法を検討し、検討の結果を具体的な憲法制度として提言することに
あった。
「憲法委員会」は、PAP政府から付託された4つの事項を審議し、そ
れに関する提言を行った。その提言内容は、「憲法委員会」が1966年8
月21日に大統領に提出した『1966年の憲法委員会報告書』（R吻πげ伽
c・醜翻加α」C伽吻翻・％，1966）に示されている（18）。付託された4つの事項のう
ち、（1）「憲法によって種族的、言語的および宗教的マイノリティの権利
を保護する方法」および（2）「いずれかの種族的、言語的または宗教的集
団の成員に対する差別的立法を抑制しうる制度の創出」に関する提言が、
「大統領諮問会議」（Presiden廿alC・unci1，PC。以下では、PCと呼称する。）の創設に
繋がっている。
（1）個人的権利保障方式を提言
「憲法委員会」は、（1）のエスニック・マイノリティの権利保護につい
て、シンガポールの種族的、言語的または宗教的マイノリティの権利を保
護するのに最も適した方法は、個人ないし市民の基本権を憲法によって
特別に保障する（en仕ench）ことである（19）、という提言を行った。種族、血
統、出生地または宗教を理由とする差別的取扱の禁止は、こうした基本権
（血ndamen血1rights）に含まれるとされた。そこでは、多種族的な多様性への
対応方式として個人的権利による方式が採用されている。知られるように、
多種族的な多様性への対応方式には、個人的権利による方式と集団的権利
による方式とがある。このうち、集団的権利による方式については、「集
団的権利によるアプローチを選択すれば、集団聞の相違はますます大きく
なり諸集団の個人的権利にもとづく満足を獲得できなくなる」し、あるい
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は「欲すると否とにかかわらず…法によって社会をさまざまな人種的集団
に永久に分割することになる」といった難点が指摘される（20）。
「憲法委員会」の報告書には、これと似たような見方が見出される。例
えば、特定集団（エスニック・マィノリティ）の権利保障に資する上院の設置や
比例代表制の導入を拒否しているが、その理由に関して、そうした制度の
創設は種族的なラインに沿った政党政治をもたらしたり、コミュナルなラ
インに立脚する政党の結成を促すことになる、という懸念が示されている。
つまり、集団的権利を中心に据える問題解決の方向は、種族的な違いを永
存させ、それを強化することになるし、そのため多種族から成る調和のと
れた統一的な社会の形成は、ますます難しくなっていくというのが、集団
的権利方式を否定し、個人的権利方式を採用する理由であった。
また、マレー人組織が、いわゆる優先処遇を求める意見を提出したの
に対し、「憲法委員会」は「種族的マイノリティ・グループから本委員会
に寄せられた意見の大部分は、優先処遇を求めるものにほかならない（21）」
し、「少なくとも憲法第89条2項の内容の変更を答申することは、本委
員会の権限外の事柄である（22）」と述べて、マレー人に対する優先処遇に
否定的な見解を示している。そして、憲法第89条2項、つまり、「マレー
人の特別の地位を認めるようなしかたで、マレー人の政治的・教育的・宗
教的・経済的・社会的・文化的利益およびマレー語を保護し、育成し、推
進する」旨の規定を、憲法自体が認めた特例ないし例外とみなすような見
地から、個人的権利を基本とする問題解決の方向を示した。別言すれば、
「個人ないし市民としての基本権が、憲法によって特別に保障され、しか
も裁判所によって適用されるなら、シンガポールの種族的、言語的または
宗教的マイノリティに属する者は、そのマイノリティの成員としての権利
を十分に保障されるであろう」（23）と述べて、憲法上個人的基本権規定を欠
き、マレーシア憲法規定の準用に頼るという問題状況を解決するためにも、
マレーシア憲法の「基本的自由」に関する規定を（一部修正して）シンガポー
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ル憲法の中に編入し“明文化”すべきであるという提言を行った。
個人的権利によるアプローチに基づく個人ないし市民の「基本的自由」
の保障を重視する「憲法委員会」の提言（参事会モデノレ）は、PC（大統領諮問会議）
の法案・補助法審査における「国民の基本的自由に矛盾」するか否かとい
う審査基準の採用に反映されることになる。
（2）参事会（PCの原型）モデルの提言
「憲法委員会」は、種族的、言語的または宗教的集団の成員（members・f
anyracia1，1inguis廿c・rreligi・usgr・up）に対する差別的な立法を抑止しうる機関と
して、「参事会」（C・mci1・fS伯te）（諮問機関）モデルを提言した。報告書に
よれば、参事会に期待される役割は、次の3点に要約される（24）。
1．参事会は、審議を通して、エスニック・マイノリティ集団に不利益
をもたらしうる国会活動を大衆の前に曝すこと。
2．参事会は、立法を審査する機関として役立っこと。この機能は、と
くにエスニック・マイノリティに影響を及ぼす事項に効果的となる。
3．参事会は、（シンガポールのように）国会内に有力な反対党が存在
しないところでは、法案に対する建設的な批判を行う機関としての役
割を果たすこと。
報告書がモデルとして示した参事会の構成・権能にっいての要点は、以
下の通りである（25）。
参事会のメンバーは、全員、大統領によって任命される。大統領はこの
任命を首相との協議を経た後、自らの裁量で行う。メンバーに任命される
者は、特定政党に属していないことが条件とされる。
参事会の主要な任務は、法案の審査である。すなわち、参事会は、歳出
法案および緊急法案を除き、参事会に提出されたすべての法案を審査す
る。参事会に法案が提出される時期は、第一読会が終了し、その法案の担
当大臣が第二読会の開会の挨拶を述べた後で、その法案に関する原則的な
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審議が行われる前である。参事会は、法案を受け取った後、指定期間内（例
えば30日以内）に法案を審査し、かつ報告書を作成して、それを国会に提出
する。
参事会の議事は、国会におけると同様、公開で行われる。参事会には、
二院制における上院に似た性格を見出すことができるが、「憲法委員会」
自体は、参事会を立法部の一部として考えていたわけではない。参事会と
は、あくまで「純粋な諮問機関」（apure1坦d樋s・ryb・dy）（26）としての役割を果
たすものである。以上に示された参事会モデルが、PC（大統領諮問会議）の
原型となっている。
2PC条項の意義と限界
「憲法委員会」の「参事会」設置案は、PAP政府によってPC（大統
領諮問会議）案として手直しされた上、国会を通過し、成文憲法化された。
すなわち、1969年12月23日に国会で成立した「憲法（改正）法」第3条は、
「憲法を改正し、第81条のすぐ後に以下の新しい編を挿入する」と規定
し、「第4A編PC（大統領諮問会議）」条項をシンガポール憲法に追加す
る旨を定めた（27）。
（1）PCの構成と性格
Counci1の名称は、「CouncilofStateよりも適当である（28）」と政府が考
えた名称、っまり、PC（Presiden廿alC・unci1、大統領諮問会議）に変更された。
PCは、3年の任期で任命される委員長、終身の任期で任命される10名
の終身委員および3年の任期で任命される10名の（非終身）委員によって
組織される（憲法81B条1項）。このうち、終身委員は、国家の要職に就い
ているか、あるいは就いたことのある人たち（例えば、閣僚、議長、首席裁判官、
法務総裁長官等で、年齢制限はない・）から選ばれ、非終身委員は、公務において
優れた業績をあげているか、あるいは自らの職業において名声を得ている
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人たちから3年任期で選ばれる。大統領の諮問機関であるPCは、イギリ
ス女王に対する枢密院のようなもので、セクト的な利益勢力に利用される
ことのないように配慮すれば、代議制に貴重な貢献をなしうるものとされ
た（29）。実際に終身委員として任命された人の中には、当時のリー・クア
ンユー（LeeKu㎜旋w）首相、ゴー・ケンスィー（G・hKenSwee）蔵相、ラジャ
ラトナム（S瑚ara血am）外相等、PAP（人民行動党）の指導者が含まれていた。
また委員長には、ウィー・チョンジン（WeeCh・ngjin）首席裁判官が任命さ
れた（30）。
委員長及び委員の任命は、大統領が内閣の助言によって行う（同条2項）。
有期任命型委員の場合、再任の資格を有する（同条3項）。委員の任命を（r憲
法委員会」案とは異なって）大統領の自由裁量に委ねないのは、政治的決定に
関与させないことによって、大統領を国内のあらゆる社会集団から支持さ
れうる存在として措定することが可能となること、また、政治的決定は、
憲法上の国家元首によって行われるよりも、政治を実際に行う者たち、つ
まり閣僚（内閣）によって行われるほうが、制度の目的に適っていること（31）
等の理由によるものであった。
委員の資格要件・失格事由については、政党に所属する者を失格とする
旨の規定はなく、この点についても、「憲法委員会」案は採用されなかった。
その理由は、リー首相（当時）によれば、「自分の過去の愚行や過ちを活か
して討議に最大の貢献をなしうるのは、政治と係りをもっている人たちだ
けだから」ということになる（32）。
（2）PCの機能と意義
PCは、一般的任務として、国会又は政府から付託された、シンガポー
ルの種族的・宗教的コミュニティの成員に影響を及ぼす問題にっいて審議
し報告する権能を有する（第811条第1項）。その場合、国会からの付託は
議長によって行なわれ、政府からの付託は関係大臣によって行われる（同
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条2項）。
PCは、特別任務として、法案または補助法（subsidi町legislaU・n）」規則、
命令等一を審査する権能を有し、それが「差別的法案」であるか、または
国民の「基本的自由に矛盾」すると判断される場合には、当該法案・補助
法に注意を喚起する権能を有する（第81J条）。これが、PCの主要任務で
ある。
PCによる審査の対象となる法は、法案および（公布された）補助法で
ある。その他PC条項発効の日に効力を有しているすべての成文法に対す
る審査と報告を行うことができる（81N条）。まず、法案審査について、審
査の時期について触れておこう。
PCへの法案提出の時期は、法案が国会の最終読会を通過した後、同意
を得るため大統領に提出される前である。法案審査は国会議長が法案の正
式の写しをPCに提出することによって行われる（第81K条第1項）。法案は
こうして、第一読会→第二読会→（委員会→）第主読会→PC→大統領（同
意）という過程を経て公布されることになる。
PCは、法案の中に差別的規定、または国民の基本的自由に矛盾する規
定があるか否か、もしあるとすれば、法案が制定された場合、どの規定が
差別的なものとなり、あるいは国民の基本的自由に矛盾することになるか、
ということを明記した「報告書」を法案受領日から30日以内に国会議長
宛に提出する（同条2項）。国会がPCの「反対報告」（adversereport）に
応じて当該規定を修正したときは、修正が加えられた法案を再びPCに提
出する（同条3項）。
PCの法案審査権は、このように立法過程に関与するものである。こ
の点については、1969年の「憲法（改正）法案」（C・ns廿tu廿・n（Amendment）
Bil1）審議の際に、「非公選委員からなるPCは、国会の最高性を損なうも
のとならないだろうか」という疑問が述べられている（33）。この点に関して、
法務大臣（E．WB独er）は、「PCは立法を拒否する権限をもたないし、公
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選議員からなる立法部の至高性を制限する権限をもたない（34）」と明言し、
その上で、PC委員にこの点を銘記するよう要請し、次のように述べた。
「国会の最高性を損じることのないように、PCの委員は…法案の審査に
当たっては、国会を補助することを目的として自らの任務を遂行すること
を希望する。（35）」
国会の最高性を損なうのではないかという懸念に対応して、PCが異議
を唱えた法案（規定）については、国会の総議員の3分の2以上の多数の
賛成があれば、当該法案（規定）は“PCを迂回して”大統領に提出され
る旨の規定（同条第6項3号）が置かれている。「反対報告」該当法案（規定）
に対し国会による再可決を可能とする規定の存在は、国会の最高性を担保
する「ある種の安全装置（ce瓶nsafeguard）」（36）として機能しうる。
一方、あらゆる補助法は、公布されてから14日以内にその正式の写し
が担当大臣によってPCに送付される。この送付された補助法にっいてP
Cの審査が行われる（81M条1項）。PCは、補助法の中に差別的規定、ま
たは国民の基本的自由に矛盾する規定があるか否か、もしあるとすれば、
どの規定が差別的なものであり、あるいは国民の基本的自由に矛盾するも
のであるか、ということを明記した「報告書」を補助法受領日から30日
以内に国会議長または当該担当大臣宛に提出する（同条2項）。
PCによる法案・補助法の審査は、2っの基準に基づいて行われる。す
なわち、①「差別的法案」かどうかという基準と、②「国民の基本的自由
に矛盾する」かどうかという基準である。
「差別的法案」（differentiatingmeasure）とは、実際に適用された場合に、
直接的には特定の種族的または宗教的コミュニティの成員に対しては不利
益をもたらす、またはもたらすおそれがあるが、他の複数の種族的または
宗教的コミュニティの成員に対しては、同じように不利益をもたらさない、
またはもたらすおそれがないとされる法案である。この法案は、直接的に、
当該コミュニティの成員に対し不利益を与えるか、または、問接的に、そ
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の他のコミュニティの成員に利益を与えるか、のいずれかによって差別的
となる。このように定義されている（第81A条）。この規定の文言は、1958
年の「ケニヤ（憲法）枢密院令」（Kenya（C・ns且tu且。n）OrderinC。mci1，1958）の
第54条2項の文言に酷似している。すなわち、ケニヤ憲法は、第6編に
「CouncilofState」を規定し、それの第53条に「CouncilofState」の一般
的任務を、第54条にそれの特別の任務を明記した。後者の任務は、法案
また法文書（instrument）が「差別的法案」（differen且adngmeasure）で
あると「CouncilofState」が考えたときは、その法案又は法文書に注意を
喚起する旨を定めた。ケニヤ憲法で「差別的法案」として明記された事柄
とシンガポールのそれとは、若干の字旬を除くほかは全て同じというほど
よく似ている。この点に関して、シンガポール大学法学部・法学会『覚
書』（1969年7月12日付）は、次のような見解を示している。「Council
ofState、っまりPresidentialCounci1の概念は、1937年のアイルランド（ア
ィノレランド憲法第31条：C。uncil。fS懐te一引用者注）に淵源を求めることができる
が、わが国がモデルとしたのは、1958年のケニヤのCouncilofStateであ
る。ケニヤのCouncilofStateはすでに廃止されているから、これが創設
されれば、シンガポールはそうした機関を有する唯一の国家となるであろ
う。（37）」
「差別的法案」という基準の問題点は、不利益を被るとされているコミュ
ニテ才の成員は、規定上はエスニック・マイノリティを特定しているわけ
ではないという点にある（38）。
PCが法案・補助法を審査する際のもう一つの基準は、「国民の基本的
自由に矛盾する」かどうか、というものであった。それは、具体的には、
「シンガポールに適用されうるマレーシア憲法の第2編に含まれた基本的
自由に矛盾するか、または違反することを意味する」（第81A条）とされた。
この点は、ケニヤの「CouncilofState」の審査奉準とも異なる。
PCの「国民の基本的自由に矛盾」する法案・補助法についての審査
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権・注意喚起権は、エスニック・マイノリティ集団の権利問題を、個人な
いし市民の権利問題の中に解消して、個人ないし市民としての平等を保障
しようとする方式に則ったものである。しかし、それが個人的基本権の保
障を導く法案・補助法審査を前提とする限り、そうした権利の保障は、当
然にエスニック・マジョリティの成員、つまり華人にも向けられる点は、
否定できない。ここに、「国民の基本的自由に矛盾」する法案・補助法に
っいての審査権・注意喚起権の限界が存在した。
（3）個人的権利保障方式の限界
PCの権能、なかんずく「国民の基本的自由に矛盾」する法案・補助法
についての審査権・注意喚起権は、マイノリティ（集団）の権利問題を、
個人ないし市民の権利問題の中に解消して、個人ないし市民としての平等
を保障することによって解決しようとする点にねらいがある。しかし、そ
れが個人の権利の保障をねらいとするものであるかぎり、そうした権利保
障方式は、シンガポールで圧倒的多数を占める華人、つまり、マジョリティ
の成員をも対象とする点は、否定できない。この点において、個人的権利
保障方式は種族的、宗教的マイノリティの保護（特にマレー人に対する特別の保護）
に消極的な作用を及ぼす可能性を内包している。シンガポール的特殊多種
族性を考慮すれば、個人的権利保障に重点を置いたPCの審査権・注意喚
起権の規定方式は、マイノリティに不利をもたらす可能性がきわめて高い
といえる（39）。
個人的権利保障方式に関わるPCの権能に内在する問題とともに、PC
条項修正を促す事情が背後に存在した。すなわち、1969年5月31日から
6月1日にかけて、マレー人と華人の衝突事件がシンガポールで発生し、
事態の収拾まで1週間近くを要した。これは、マレーシアで起こったいわ
ゆる「五・一三事件」（5月13日の夜、華人系野党の祝賀行進をきっかけに、クァラノレンプー
ルでマレー人と華人の衝突が勃発し、大規模な人種暴動へと発展し、非常事態宣言が発せられ
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ることになった事件）が、シンガポールに飛び火したことによって生じた事件
である（40）。このような事情を背景として、PCの名称および権能に重大
な変更が加えられた。
（4）PC条項の修正
PC条項成立当時のシンガポールには、依然、マレー人と華人の対立と
いう政治的安定を脅かす要因が存在した。両者の軋礫・対立を回避し、種
族融和を促進するために、マイノリティ、特にマレー人の権利保護に配慮
を及ぼす必要があった。こうして、政治目的の実現のために「憲法」がツー
ルとして活用されることになる。PAP政府は、マイノリティ（特にマレー
人）の権利保護という要請に応える手法として、憲法による条件整備とい
う手法を活用し、PC条項の改正を行った。すなわち、個人的権利保障に
親和的な「基本的自由に矛盾」という審査基準を削除し、法案等の審査
を（マジョリティの権利をも保障するような審査から）もっぱら「マイノリティの権
利」を保障する審査に限定するものへと変更し、かつ、PCの名称に「for
MinorityRights（マイノリティの権利のため）」という文言を付加するという修
正を加えて、PCMR（ThePresidenda1CouncilforMinohtyRights、マイノリティの権
利のための大統領諮問会議）条項を成立させた。PCMR条項は、1980年のリ
プリント憲法（改正憲法条項を整理統合した憲法典）、つまり、「シンガポール共
和国憲法のリプリント」の中に第7編（第68条～第92条）として収められ、
現行のシンガポール共和国憲法（1999年のリプリント憲法）上の条項として継
承されていく。
三PCMR条項の内容と意義
1973年6月29日に国会で成立した「憲法（改正）（マイノリティの権
利のための大統領諮問会議）法」（C・nsHtu駈・n（Amendment）（Presiden掘C・uncil
f・rMin・htyRights）Act）第2条は、「憲法4A部を廃止し、それに代えて以下
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の条項を置く」と規定し、新「第4A部PCMR」条項をシンガポール
憲法に挿入する旨を定めた（41）。
1PCMRの仕組・性格
PCMRには、PCと同様、二院制における上院に似た性格を見出すこ
とができるが、『1966年憲法委員会報告書』が示したとおり、PCMRは
国会を構成する議院としては考えられていない。すでに述べたように、立
法過程における「純粋な諮問機関」（apurelyadvisorybody）としての役
割が期待されている。PCMRの構成は、PCと同様、イギリスの枢密院
（PdvyC・unci1）的であり、PCMRには代議制に資する役割が期待されてい
る（42）。
PCMRは、3年の任期で任命される委員長、終身の任期で任命される
10名以下の終身委員および3年の任期で任命される10名以下の非終身委
員によって組織される（憲法81B条1項・現憲法69条1項）（43）。委員長及び委員
の任命は、PCと同様、大統領が内閣の助言に従って行う（憲法81B条2項・
現憲法69条2項）。有期任命委員として任命されるためには、シンガポール
市民であること、35歳以上であること、シンガポールに居住していること、
および憲法の定める資格喪失の条件（例えば、精神障害者、破産者等）に該当し
ないこと、これらの条件をすべて満たしている必要がある（憲法81D条・現
憲法71条）。委員の失格事由については、PCと同様、政党に所属する者を
失格とする旨の規定はない。有期任命委員の場合、再任の資格を有する（憲
法81D条3項・現憲法69条3項）。
PCMRの議事は、PCと同様、非公開で行われる（憲法81Q条・現憲法84
条）（44）。また、憲法第4A部（現憲法第7部）の規定に従って法案、成文法等
を審査するとき、PCMRは、反対者の意見を聴取したり、証人を喚問す
る権能を有しない（憲法同条・現憲法同条）。
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2PCMRの機能・意義
PCMRは、一般的任務として、国会又は政府から付託された、シンガ
ポールの種族的・宗教的コミュニティの成員に影響を及ぽす問題について
審議し報告する権能を有する（憲法811条1項・現憲法76条1項）。その場合、
国会からの付託は国会議長によって行なわれ、政府からの付託は関係大臣
によって行われる（憲法811条2項・現憲法76条2項）。
PCMRは、特別任務（主要任務）として、法案または補助法（subsidi町
legisla廿・n）一規則、命令等一を審査する権能を有し、それが「差別的法案
である」と判断される場合には、当該法案・補助法に注意を喚起する権能
を有する（憲法81J条・現憲法77条）。
PCMRによる審査の対象となるのは、法案および（公布された）補助法
並びに成文法である。法案の場合、次の法案は、PCMRの審査対象から
除外される。すなわち、①財政法案、②首相によって、シンガポールの防
衛もしくは安全を左右する法案、または、シンガポールの公共の安全、平
和もしくは秩序に関する法案であることが証明された法案、③首相によっ
て、制定の遅延が公共の利益のためにならないほど急を要することが証明
された法案、これらである（憲法81K条7項・現憲法78条7項）。
あらゆる補助法は、公布されてから14日以内にその正式の写しが担当
大臣によってPCMRに送付される。この送付された補助法についてPC
MRの審査が行われる（憲法81M条1項・現憲法81条1項）。PCMRは、補助
法の中に差別的規定があるか否か、もしあるとすれば、どの規定が差別的
なものであり、あるいは国民の基本的自由に矛盾するものであるか、とい
うことを明記した「報告書」を補助法受領日から30日以内に国会議長ま
たは当該担当大臣宛に提出する（憲法81M条2項・現憲法80条2項）。
PCMRは、法案・補助法のほか（既存の有効な）成文法に対しても審査
を行うことができる。すなわち、PCMRは、1970年1月9日の時点に
効力を有しているすべての成文法を審査することができ、PCMRが差別
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法であると判断した成文法（規定）について、報告をすることができる（憲
法81N条1項・現憲法81条1項）。報告（書）の宛先は、国会議長（国会）と
担当大臣である（憲法同条2・3項・現憲法同条2・3項）。
PCMRによる法案の審査は、PCと同様のプロセスで行われる。すな
わち、PCMRへの法案提出の時期は、法案が国会の最終読会を通過した
後、同意を得るため大統領に提出される前である。法案審査は国会議長が
法案の正式の写しをPCMRに提出することによって行われる（憲法81K
条1項・現憲法78条1項）。っまり、法案は、第一読会→第二読会→（委員会→）
第三読会→PCMR→大統領（同意）という過程を経て公布される。
PCMRは、法案の中に差別的規定があるか否か、もしあるとすれば、
法案が制定された場合、どの規定が差別的なものになるか、ということを
明記した「報告書」を法案受領日から30日以内に国会議長宛に提出する（憲
法81K条2項・現憲法78条2項）。
国会がPCMRの「反対報告」（adversereport）に応じて当該規定を修
正したときは、修正が加えられた法案を再びPCMRに提出する（憲法81
K条3項・現憲法78条3項）。
PCMRによる法案・補助法の審査は、もっぱら「差別的法案」かどう
かという基準に基づいて行われる。すなわち、「差別的法案」とは、実際
に適用された場合に、直接的には特定の種族的または宗教的コミュニティ
の成員に対しては不利益をもたらす、またはもたらすおそれがあるが、他
の複数の種族的または宗教的コミュニティの成員に対しては、同じように
不利益をもたらさない、またはもたらすおそれがないとされる法案である。
この法案は、直接的に、当該コミュニティの成員に対し不利益を与えるか、
または、間接的に、その他のコミュニティの成員に利益を与えるか、のい
ずれかによって差別的となる（憲法81A条・現憲法68条）。
差別的法案かどうかという基準に基づく法案等の審査は、エスニック・
マイノリティの権利保護という観点から行われる。この点で、PCMRの
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審査権は、特定マイノリティに対する差別立法抑止権としての特徴を色濃
くすることになる。ただし、PCMRが異議を唱え「反対報告」をした法
案（規定）にっいては、PCの場合と同様、国会の総議員の3分の2以上
の多数の賛成があれば、当該法案（規定）は（PCMRを迂回して）同意を得
るために大統領に提出される（憲法811条6項3号・現憲法77条6項3号）。国会
の最高性は担保されている。
おわりに
PCMR条項は、マイノリティ（マレー人）保護に関する他り憲法規定と
相侯って、立法過程において、種族的、宗教的マイノリティに対する差別
的立法を抑止し、マイノリティの権利の保護を試みるものである。差別的
立法抑止に関してであるが、立法過程において立法者を拘束するシステム
を構成するという点にも、PCMRの一つの意義を見出すことができる。
PCMRの制度的特徴について、PCMRは、「予防的違憲審査制度と
・共通する側面を有しており、この意味では評議会（PCMR一引用者注）は憲
法裁判所と上院（シンガポール国会は1院制）の機能の中間的な役割を果
たしているともいいうる（45）」とする見解がある。しかしながら、PCの
法案・補助法審査基準から「基本的自由に矛盾」するか否かという基準を
削除したことにより、PCMRはr予防的違憲審査機関」とみなしうる最
重要の要素を欠落させている。この改正点の意味を考慮せず、（1969年の
PCにっいてではなく）1973年のPCMRについて、マイノリティの権
利保護の側面を等閑視し、憲法裁判所に接近する「予防的違憲審査制度」
的な側面を依然重視するような特徴づけには、疑問が残る。
また、「上院」的機能という指摘にっいては、PCMRは国会の法案審
議過程にかかわるが、立法部の一部ではなく、その本質は大統領の「諮問
機関」（いわば「枢密院」的なもの）とされている点は、すでに述べたと
おりである。PCMRは、立法過程において、「安全装置」的な役割を担
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う諮間機関であり、PCMRの機能に、国会を構成する院としての「上院」
の要素を見出すことにも疑問を感じる。
PCMRの法案・補助法に対する審査機能は、最終的には注意喚起機能
に帰着するが、国会の法案審議過程において「差別的法案」か否かという
基準に照らして行うPCMRの法案等審査権・法案への注意喚起権は、義
務的な権能とはされていない。このことは、国会議長が所定の期問内に、
または、延長期間が過ぎても、法案に関する報告を一切受け取らなかった
場合には、その法案（規定）は、制定されても差別法（規定）になること
はないとPCMRでは判断しているものと推定される旨の規定（憲法811条’
5項・現憲法78条5項）の内容からも、そう解される。この点は、補助法も同
様で、同様の推定が行われる（憲法81M条・現憲法80条5項）。
また、かりにPCMRの法案審査が行われ、当該法案に対し「反対報告」
がなされた場合にも、国会の総議員の3分の2以上の多数の同意があれば、
当該法案は国会を通過し、大統領に提出される。
このように、PCMRのマイノリティに対する「差別的法案」基準によ
る法案審査および法案への注意喚起機能は、義務的とされていない上、法
案を廃止する強制力をもっていない。っまり、民主的に選出された議員か
らなる「国会の最高性」を損なう作用を及ぼさないようにされている。こ
の点については、議会制民主主義への配慮を感じ取ることができる。しか
しながら、国会の地位・役割を損なわない存在であることの反面、マイノ
リティの権利保護の実効性という視点からは、実定憲法上、差別的法案抑
止に関する強制力を欠如させている点は問題となろう。この点は、PCM
Rの実態にも反映してくる。PCMR審査の実際については、「PCMRは、
現在まで反対報告を1度も行っていない」という指摘がなされている（46）。
そのようなPCMR制に対しては、「強制力のない、単なる追認制度にす
ぎない」といった批判も存在する（47）。PCMRの「反対報告」の実態が
このようなものであるにしても、法案に対する審査報告自体は相当数提出
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されているのも事実である（48）。PCMR審査（報告）の実態に関する考
察は、今後、稿を改めて行いたい。
（1）辻村みよ子『憲法第2版』（日本評論社、2004年）151頁。
（2）少数民族・マイノリティヘの関心という点については、国際法学者からも、国際人
権規約B規約27条の「少数民族」に対する認識状況等に関連して「私たちは少数民
族とかマイノリティの問題にはあまり鋭敏ではないと思われる」とする感想が述べら
れている（斉藤恵彦『世界人権宣言と現代』（有信堂、1984年）257頁）。
（3）金泰明『マイノリティの権利と普遍的人権概念の研究』（トランスビュー、2004年）、
311頁。
（4）横田耕一・浦部法穂「マイノリティの人権」浦部法穂ほか編『いま、憲法学を問う』
（日本評論社、2001年）227頁以下。
（5）孝忠延夫「法学にける『マイノリティ』試論」関西大学マイノリティ研究班「アジ
アのマイノリティと法1』（関西大学法学研究所、2006年）11頁。
（6）横田耕一「マイノリティの人権」浦部法穂ほか編前掲書225頁。
（7）浦部法穂「マイノリティの人権」前掲書226頁。
（8）東南アジアでは、「フィリピン共和国憲法」（19＄7年）第12条「国家経済および世
襲財産」（ARTICLE湿NATIONALECONOMYANDPATRIMONY）第5節（Sec盤on5）
が、「国家は……先住民の経済的・社会的および文化的福祉を確保するため、先祖伝
来の土地に対する先住民の文化的コミュニティ（共同体）の諸権利を保護しなくては
ならない。」（TheState……shallprotecttherightsofindigenousculturalcommunities
totheirancestrallan（1stoensuretheireconomic，socia1，andculturalwelLbeing．）とし、
先住民の権利について規定している。その他、例えば、「パキスタン・イスラム共和
国憲法」（1973年）第2章（政策の諸原則）第36条が、マイノリティの保護について「国
は……マイノリティの正当な権利および利益を保護しなくてはならない」とし、「国
策の基本原則」で規定する方式を採用している。
（9）S伽g砂o劣召距α7βoo尭1965（GovemmentPrintingOffice，Singapore，1965），pp．65－66．
（10）岡部達味「シンガポール華人と中国」『現代中国の対外政策』（東大出版会、1971年）
303頁。
（11）PangChengLian，S伽gαρ07θP80ρ」4s／40ガo％Pα7砂二1孟sHゴ3孟07y，o碧‘z雇zαガo％‘z％4
」8α4θ欝hゆ（OxfordUniversityPress，1971），p．75．
（12）梶田孝道『エスニシティと社会変動』（高信堂高文社、1988年）67頁。
（13）郭振羽「シンガポールの国家建設と言語政策」『アジア文化の再発見』（弘文堂、
1983年）103頁以下。
（14）シンガポールがイギリス連合王国内における「シンガポール自治州」になる（1959
年）前年、ロンドンで開催された会議（1958年11月21日）において、イギリス政
府とシンガポール植民地政府との間でマイノリティ保護に関して合意に達している
が、その合意の内容は、「シンガポール州憲法」89条規定の内容と、一部を除いては、
ほぼ同一のものである。この合意に示されている特徴的なことは、マレー人の特別の
地位の根拠として、マレー人が「援助を最も必要とする」エスニック・グループであ
る旨が挙げられていることである（“AttheCourtatBuckinghamPlace，the21stDayof
Novembe蔦1958”，1％．S293S鰯魏o名y1”s惚吻θ銘ち1958，No．1956，p．6．）。
（15）S観召ゲS初9砂078σo∂θ7脇翻0膨甜ε，S痂ゴ4伽ッL89づs厩o％Sゆρ伽翻，No．1，
September16，1963（S．1．1963No．1493），（GovemmentPr1nteちSingapore，1963），pp．3L
32．（16）シンガポールでは、1965年8月の分離・独立に伴う新憲法（典）の制定は行われ
ないで、憲法典を徐々に整備していくという方式が採用された。すなわち、分離・
独立から4カ月後の12月22日、まず、「シンガポール憲法」（TheCons廿tu廿onof
192白鴎大学法科大学院紀要第2号（2008年10月）
Singapore）を改正し、名称の変更をもたらす「憲法を改正する国会制定法」である
「1965年の憲法（改正）法」（TheCons丘tu廿on（Amendment）Act，1965）一分離・独
立日に遡って施行一が国会で成立した。同法は、マレーシア時代の「シンガポール州
憲法」（TheCons廿tutionoftheStateofSing＆pore）をシンガポール共和国憲法の原典
（originaltext）として継承し、それに必要な修正を加えるものであった。修正が加え
られたのは、「シンガポール州」にかわる「シンガポール共和国」という国名の採用、
「州長」（Yangdi－PertuanNegara）の廃止と、国会により選出される「大統領」（President）
の創設、国会の副議長職の設置、補欠選挙の施行日に関する制約の削除、憲法改正手
続きにおける一定の制約の削除等に関する事項であった。こうして出来上がった独立
後の憲法典には、自由・人権規定は存在しなかった。独立後継承された「シンガポー
ル州憲法」は、アメリカ諸州独立時のいわば「FrameofGovemment」に当たるもの
であった。マレーシア時のシンガポール州には、マレーシアの連邦憲法の基本的自由
（FundamentalLibe面es）に関する規定が適用され、「シンガポール州憲法」は、権利
章典を欠き、統治機構のみを定めるものであった。65年12月22日、シンガポール
政府（国家元首たる大統領）に独立後の憲法整備に必要な一定の権限を時限的に付与
するとともに、「シンガポール州憲法」における人権、司法権、国家緊急権等に関す
る規定の欠如を暫定的に補うべく“憲法”的立法がなされた。「1965年の憲法（改正）
法」に続いて国会で成立した「1965年のシンガポール共和国独立法」（TheRepublic
ofSingaporeIndependenceAct，1965）一分離・独立日に遡って施行一がそれである。
同法は、「マレーシア憲法」の一部規定を分離・独立後のシンガポールに適用する旨
を定めた。人権については、「マレーシア憲法」第2編（基本的自由）の8ヵ条（第
5条～第12条）が、必要な修正を条件として、シンガポールで依然効力を有すると
された。分離・独立後における憲法典の整備は、法務長官（Attomey・General）が大
統領から委任されて行う「リプリント」（reprint）という（修正された憲法条項を整
理統合する）方式によって行われた。1966年3月25日、「シンガポール憲法のリプ
リント」（ReprintoftheConstitutionofSingapore）が公布され、「1965年の憲法（改正）
法」と「（シンガポール憲法を含む）諸法の修正命令」（1966年3月23日公布）によっ
てシンガポール憲法・（独立後継承されたシンガポール州憲法）に対して加えられた
修正点が整理・確認された。人権保障に関する「外国憲法規定の準用」という状況を
脱却して、シンガポールが「自国の憲法典」上自由・人権規定を有するようになるの
は、1980年の憲法典（3月31日公布）によってである。この憲法典は「シンガポー
ル共和国憲法のリプリント」（ReprintoftheConstitutionoftheRepublicofSingapore）
と呼称され、その中に「マレーシア憲法」の基本的自由に関する諸規定（第2編第5
条～第12条）が、若干の修正が加えられてはいるが、ほとんど原文のままシンガポー
ル憲法第4編（第9条～第16条）の規定として条文化されている。詳しくは、拙稿「シ
ンガポール憲法政治史」「近代憲法への問いかけ』（成践堂、1999年）205頁以下。
（17）Pα痂α耀艇αηDεδα渉θs，S伽g砂07ε，（塀o弼1～勿o”，Vb1．24，1965，22December1965，
pp．429－430．
（18）1～召コリzφ」ゴoげS伽9とψoz召，1～8コリoπoヅ云h8Co％s云露％∫づo％‘zJCo吻魏ゴssづo薙，1966（ChiefJus廿ce’s
Chambers，HighCourt，Singapore，27thAugust1966），pp．1－36．
（19）乃鼠，P．3．
（20）ネイサン・グレイザー著、西尾孝司訳「集団的権利に対する個人的権利」『人間の権利』
（未来社、1984年）192頁。
（21）1～θ卿”げ孟hεCons痂％如”αJCo吻吻ssfo％，1966，p．5．マレー人の定義化（PKM）、憲
法第89条の規定内容を現実化させるための国家機関の設置（4PM）等の要求が
なされている（IsmailKassm，Pmわ」8吻sげE腕8Cohθsゴo躍αρ8鴬ρθo勧ε〃o吻α郷伽07吻
oo吻卿観勿（SingaporeUniversityPress，1974），pp．46－48）。
（22）Rθカ07‘ρプ孟hθCoκs渉露％面o％‘zJOo盟z吻蕗sfo％，1966，P．5．，P．9．
（23）乃砿，P．3．
（24）乃鼠，P．4．
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（25）乃鼠，PP．1合17．
（26）乃砿，P．15．
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例えば昨年（2007年）10月だけでも、theInquiriesBi11、theMonetaryAutho鵡r
ofSingapore（Amen（imentNo．2）Bill、theCorruption，DrugTraffickingandother
SeriousCrimes（ConfiscationofBenefits）（Amendment）Bi11、theStrategicGoods
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